別表(第42条関係)
文書保存年限基準
1　永年保存する文書
(1)　条例、規則及び訓令の制定、改廃に関する文書
(2)　告示及び公告に関する文書で重要なもの
(3)　組合の通達、訓及び指令に関する文書で重要なもの
(4)　国、県の行政機関の通達等に関する文書で重要なもの
(5)　条例、規則等の解釈及び運用方針に関する文書で重要なもの
(6)　組合議会に関する文書で重要なもの
(7)　行政代執行に関する文書で重要なもの
(8)　訴訟に関する文書
(9)　審査請求、異議申立てその他の争訟(訴訟を除く。)に関する文書で重要なもの
(10)　皇室関係の文書
(11)　行政委員会の委員及び付属機関の委員の任免に関する文書
(12)　職員の退職手当、恩給等に関する文書
(13)　職員の職階、進退、賞罰、身分等に関する文書
(14)　叙位、叙勲、褒章及び儀式に関する文書
(15)　表彰に関する文書で重要なもの
(16)　組合所有財産の取得に関する文書
(17)　組合所有財産の管理又は処分に関する文書で重要なもの
(18)　境界変更、配置分合等に関する文書
(19)　組合行政の沿革に関する文書
(20)　組合行政の総合的な計画及び施策に関する文書
(21)　許可、認可等の行政処分に関する文書で法律関係が10年を超えるもの又は重要なもの
(22)　契約に関する文書で重要なもの
(23)　調査研究報告書等で重要なもの
(24)　台帳、帳簿等で重要なもの
(25)　その他永年保存することを必要とする文書
2　10年保存する文書
(1)　告示及び公告に関する文書
(2)　組合の通達、訓及び指令に関する文書
(3)　国、県の行政機関の通達等に関する文書
(4)　条例、規則等の解釈及び運用方針に関する文書で重要なもの
(5)　組合議会に関する文書
(6)　行政代執行に関する文書
(7)　審査請求、異議申立てその他の争訟(訴訟を除く。)に関する文書
(8)　職員の服務に関する文書で重要なもの
(9)　表彰に関する文書
(10)　組合所有財産の管理又は処分に関する文書
(11)　重要な事業の計画又は実施に関する文書
(12)　許可、認可等の行政処分に関する文書で法律関係が5年を超えるもの(永年保存する文書を除く。)
(13)　契約に関する文書
(14)　諮問、答申等に関する文書
(15)　貸付金及び補助金に関する文書で重要なもの
(16)　その他10年保存することを必要とする文書
3　5年保存する文書
(1)　組合の通達、訓及び指令に関する文書のうち軽易なもの
(2)　国、県の行政機関の通達等に関する文書のうち軽易なもの
(3)　組合議会に関する文書のうち軽易なもの
(4)　請願に関する文書
(5)　職員の服務に関する文書
(6)　職員の人事異動及び人事考査に関する文書
(7)　職員の給与に関する文書
(8)　褒章及び表彰に関する内申書
(9)　組合所有財産の管理又は処分に関する文書のうち軽易なもの
(10)　事業の計画又は実施に関する文書
(11)　予算、決算及び出納に関する文書
(12)　許可、認可等の行政処分に関する文書で法律関係が3年を超えるもの(永年保存及び10年保存する文書を除く。)
(13)　契約に関する文書のうち軽易なもの
(14)　諮問、答申等に関する文書のうち軽易なもの
(15)　貸付金及び補助金に関する文書
(16)　工事の執行に関する文書
(17)　工事の検査に関する文書
(18)　台帳、帳簿等(永年保存及び10年保存する文書を除く。)
(19)　その他5年保存することを必要とする文書
4　3年保存する文書
(1)　陳情に関する文書
(2)　年次休暇簿等の職員の服務に関する文書
(3)　職員の安全衛生その他職員の福利厚生に関する文書
(4)　事業の計画又は実施に関する文書のうち軽易なもの
(5)　予算、決算及び出納に関する文書のうち軽易なもの
(6)　許可、認可等の行政処分に関する文書で法律関係が1年を超えるもの(永年保存、10年保存及び5年保存する文書を除く。)
(7)　監査に関する文書
(8)　会議及び講習会に関する文書
(9)　台帳、帳簿等のうち軽易なもの
(10)　その他3年保存することを必要とする文書
5　1年保存する文書
(1)　職員の研修、私事旅行届等職員の服務に関する文書のうち軽易なもの
(2)　組合内外往復文書のうち軽易なもの
(3)　各種試験の請願、答案等
(4)　統計の基礎となった調査表
(5)　業務を記録した日誌等
(6)　台帳等へ転記済みの各種伝票等
(7)　その他1年を超えて保存することを必要としない文書
